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研究成果の概要（和文）： 

本研究は、日本、韓国と中国の一般市民を対象に収集した調査データを基に、東アジア
の文化変容、環境意識とライフスタイルや経済活動との関連を分析してきた。調査データ
から、環境の現状・変化、環境政策評価、環境保全の担い手、環境配慮行動などに対する
意識や行動には日韓中の市民間の共通点と相違点が明らかになった。一連の分析結果は、
行政の環境政策の策定、企業の社会的責任の促進、一般市民への環境教育立案及び国際環
境協力の枠組み形成に不可欠な参考となる。 

 
研究成果の概要（英文）： 
 This study concentrated on analyses on cultural transition, association among 
environmental consciousness, lifestyle, and economic activity, based on survey data 
collected from citizen in Japan, South Korea and China. As for the attitude or behavior 
toward environmental state and change, evaluation on policies, important part of 
environmental conservation, the similarity and differences among three countries have 
been demonstrated by means of data analysis process. The main results can become into 
the essential references for the proposition of environmental policy, the promotion of 
corporate social responsibility (CSR), and the international cooperation for 
environmental issues in the East Asia. 
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１．研究開始当初の背景 

(1) 環境問題の社会的根源は何か？ 

20 世紀の冷戦後にはじまったグローバル
化は、東アジアの文化、政治、経済に様々な
影響をもたらすと同時に、ヒト、モノ、カネ、

情報が国境を越えて移動することを加速し
ている。その結果、地球規模で拡大する産業
活動と、水準の向上を限りなく求める人々の
日常生活は、エネルギー問題をはじめ、局部
的公害から越境型環境問題にいたるまで凄
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まじい衝撃を与えている。つまり、我々が直
面している今日の環境問題は、殆どこれらの
人間活動により引き起こされたものと言っ
てもよい。このような意味で、グローバルな
観点から人々の生活様式のあり方を問い直
し、人間活動のあるべき姿を勘考することが
環境問題を根本的に解決するための最も重
要な課題である。特に、環境問題がますます 

深刻化している東アジアにおいて、人々の態
度や考え方などを総合的に研究することが
不可欠である。 

 

(2) 環境意識の本質とは何か？ 

環境意識という用語が、一般市民、企業、
行政、学界に広く用いられているにもかかわ
らず、はっきりとした定義がまだ確立されて
いない。本研究で取り上げる｢環境意識｣は、
環境に対する人々の見方、考え方、感じ方な
どを意味し、具体的に特定の時空間により定
義される環境の現状と変化に対する人々の
認識、理解、価値判断および行動意向を含む
(鄭,2005)。環境意識は人々の生活様式と環境
配慮行動に影響を与えると同時に、企業の社
会的責任(CSR)の促進や行政の環境政策・環
境教育の立案にも重要な役割を果たしてい
る。これまでの研究により、人々が環境の
｢質｣よりその｢変化｣に敏感であること、情報
伝達に影響されやすいことが明らかになっ
ており、さらに環境意識形成のメカニズムを
解明する必要性が浮かび上がった。 

 

(3) 環境配慮行動が如何に喚起できるか？ 

環境配慮行動の誘因を把握することによ
って、環境政策や環境教育の立案に必須の情
報が提供できる。環境配慮行動は市民参加、
教育、財政、宣伝などに分類されており、意
識と配慮行動の関係についての社会心理学
的研究が多くなされてきた。価値観－信念－
規範理論(VBN: value-belief-norm theory)が
よく知られている(Stern,2000)。一方で、西
洋思想の｢要素還元法｣に基づく行動理論は、
｢意識と行動の不可分｣という東洋思想を貫
く東アジアに必ずしも適用できるとは必ず
しも言えない。グローバル化が進んでいる東
アジアにおける現地調査を行うことにより、
各国民の環境意識形成のメカニズム、意識と
行動の関係を解明するという、国境を越えた
環境協調を模索すべきという発想に至った。 

 

２．研究の目的 

(1) 人々の環境配慮行動の根底となる環境意
識の概念、形成過程、構造的特徴を分析する
ことで、その基底を明らかにする。 

 

(2) 国際比較研究の視点から厳格な標本調査
法に則った環境意識調査を展開することで、
グローバル化社会における人々の環境意識

に影響を与える主な要因とその影響度合を
実証的に解明する。 

 

(3) 異なる文化的・政治的・経済的背景に置
かれている社会集団から得られた調査デー
タを統計的に解析することにより、環境意識
から環境配慮行動までの因果関係連鎖を探
索的に分析する。 

 

(4) 環境意識の向上に繋がる基礎情報を抽出
することにより、地球環境問題の解決に不可
欠な一般市民の環境配慮行動を喚起するた
めの新たな環境対策と環境教育システムを
模索する。 

 

全体的には、グローバル化社会における東
アジアの環境意識形成のメカニズム、意識と
行動の関連性を明らかにし、研究成果をデー
タベース化した上で、社会へ積極的に公開す
ることをはかる。 

 

３．研究の方法 

(1) 日本全国、韓国全国及び中国の代表的な
地域を対象に、環境意識の形成過程、構造的
特徴の解明に焦点を絞り込み、調査票を用い
た現地調査により、グローバル化による影響、
意識と行動との関連性を国ごとに明らかに
することで、深刻化しつつある地球環境問題
に対処するための地域密着型環境保全対策
ならびに国際環境協調のあり得る枠組構築
を考えた。 

 

(2) 異なる分野の研究者の緊密な連携により、
理論的探究、現地調査、情報の整合によるデ
ータ収集と解析を中心に、学際的研究活動を
展開してきた。具体的には、図１のように環
境意識に関する｢理論的検討｣を踏まえ、｢現
地調査｣によりデータを収集し、｢データサイ
エンス｣の考え方を土台に｢情報の整合｣を行
い、環境意識の本質を明らかにすることを中
核的な方法とした。 

 

政治的
情報 

情報の整合 

環境的
情報 

経済的
情報 

データの統合・分析 

構造的特徴・形成過程の分析 

図１ 本研究の全体的な考え方 

意識調
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情報収集・標本調査 現地調査 



 

 

(3) 環境意識に関する先行研究をレビューし、
研究目的に掲げた環境意識の時空間的概念検
討及び形成過程の理論分析を行うと同時に、
日韓中に関する各種関連情報の収集及び３カ
国における環境意識調査の標本抽出方法と調
査票設計を進めた。 
 
(4) 収集した文献・資料の統合や分析及び調査
票による日本全国、韓国全国、中国２地域（北
京市・杭州市）の都市部と農村部の現地調査
を遂行し、環境意識形成のメカニズム、意識
と行動の関連性の解明に必要なデータを収集
した。 

 

(5) ３カ国で収集した意識調査データの解析
を進め、一般市民の環境意識の構造的特徴と
国別の相違点を明らかにした。また、それに
政治的・経済的・環境的情報を加えて、東ア
ジア諸国の意識と行動の関連性の分析を推進
している。 

 

(6) 国内外の関係者・関係機関による研究レビ
ューを広く受けるためには、現地調査データ
の単純集計を中心とした紙ベースの研究報告
書ならびにインターネットにより調査成果の
公開を推進してきた。 

 
４．研究成果 
(1) 日本人の近所環境満足度は全体的に高い
ことが明らかになった。一般市民に、お住ま
いの近くの環境（空気の清浄さ・水のきれい
さ・緑の豊かさ・住環境の心地よさ）にどの
程度満足しているかを調べた結果、日本人が
「満足」と答えた割合は日本が 4項目ともに
最も高いと明らかになった（図２）。2005 年
に実施した都市部のみの調査に比べ、全国の
一般市民がローカルな環境を高く評価して
いる。なお、杭州市は日本に次いで満足度が
高く、「最も居住に適した都市」だと言われ
ている。 

図２ 近所環境に｢満足｣する割合の分布 
 

(2) 中国人だけは、国内環境の先行きを楽観
的に評価している。これから先の５年間に国
内の環境問題が良くなるかと聞いたところ、

「非常に良くなる」と「良くなる」を合わせ
てみれば、日本人と韓国人より中国人は実際
に挙げた６種類の典型的環境問題が改善さ
れるだろうという期待が非常に強いことが
わかった。図３からは、日本と韓国に比べ、
今日では中国における一連の環境問題が依
然として深刻で、改善する余地が十分あると
読み取れるであろう。 

図３ ｢国内環境が良くなる｣の回答割合 
 

(3) 日本人は環境配慮行動を積極的に行って
いないのが現状である。図４に示している６
種類の環境配慮行動を日常生活でどの程度
実施しているかを調べた結果、理由を問わず
に、北京市民はすべての項目について「いつ
もしている」と答えた割合が最も高い。逆に、
日本人は１位となった項目は１つもないこ
とが明らかになった。しかし、環境を守るた
めに、それぞれの行動を行っていると答えた
日本人が最も多いことは興味深い。 

図４ 環境配慮行動をいつもしている割合 
 
(4) 環境問題環境を守るためには、政府、企
業、一般市民のうち、どれがもっとも重要な
役割を果たすべきかという問に対しては日
韓中の回答に大きな隔たりがある。図５に示
している通りに、日本では、政府と一般市民
はいずれも重要な役割を果たすべきという
意見が強い。これに対して、韓国では政府に
比べ、一般市民が環境を守る担い手であると
考える人が多く、企業が責任を追うべきとい
う意見が 1割留まっている。しかし、中国の
２都市ではともに変数以上の回答者は政府
が重要な役割を果たすべきと考え、企業や一
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般と市民には責任があるという意見が極め
て少ない。この結果、３カ国の社会制度が異
なるという現状が浮き彫りとなった。 

図５ 環境保全の担い手に対する回答 
 

(5) 長期不況の中では東アジアにおける交流
に経済を重視する傾向が顕著である。これか
ら先、どの分野にもっとも力を入れて東アジ
アとの国際交流を深めたほうがよいと聞い
た結果、3カ国に共通しているのは、「経済」
と答えた割合が多く、「文化」を選んだ回答
者が少ないことである。また、図６は北京で
は「科学技術」と答えた割合が「経済」と選
んだ割合とはほぼ同じであることを示して
いる。なお、「環境」と答えた割合を見れば、
杭州の 21%が最も高く、北京の 12%gが最も低
いことが明らかになった。同じ中国において
環境問題の国際交流に対する意見は大きな
ギャップが存在することが確認できた。 

図６ 国際交流を深める分野 
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